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　高級食パンは、ブームと言われた時期を超えて、熱心なリ

ピーターが定着する時代になってきた。看板商品の「魂仕込」

は、従来の高級食パンのカテゴリーから更に一歩抜け出した

斬新な一品である。

　きめ細かな“口どけの良さ”を

実現するための厳選小麦粉。豊

かな風味を引き出すための国産

バター。そして、海水を窯で炊い

て結晶化させる伝統的な直煮製法

で、ミネラルたっぷりの岩手特産

「のだ塩」。材料一つ一つへのこだ

わりが、しっとり、ふわっとした

特別な食感を醸し出す。

　姉妹品には、オーストラリア産マスカットを散りばめた「宝石箱」が

ある。いわゆるブドウパンとは全く違った、プチっと弾けるような口ざ

わりと、芳香でさわやかな味わいである。

　昨年１２月、地域密着をコンセプトに「ブレッドパーク所沢」がオー

プンした。塩パン、総菜パンなどのほか、地元産品のお茶、麺、地ビー

ルなどの特産品も並ぶ。おしゃれな

「すごいわスペシャルギフトセット」

も面白い。開放感のあるイートイン

スペースで、ゆっくりとパンを楽し

むこともできる。

■ ブレッドパーク所沢
 　所沢市和ケ原 2-211-5　TEL：04-2936-8005
　 営業時間：9：00 ～ 18：00 ※パンが無くなり次第閉店 
　 定  休  日：毎週月曜日
■ 有限会社  かんながら
　和食レストラン、ベーカリー経営
     代表者　大舘　誠
     所沢市松葉町 12-4  第 15 北斗ビル 301  TEL：04-2941-5797
    URL：https://honesty97.com/
     （新所沢支店取引先）
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エネルギー、食糧、非鉄金属などの国際原料品
市況は、コロナ禍で一旦停止した需要が急回

復する一方、生産・物流など供給態勢の回復には時
間を要したことから、2021 年中から急激に上昇して
いた。その中で、ロシアのウクライナ侵攻と西側諸
国の対ロシア経済制裁が加わり、価格上昇に拍車が
かかっている。
　日本は原油輸入の 90％を中東に依存している。（計
数は「エネルギー白書 2021」より。以下同じ。）イ
ランが睨みを効かせるホルムズ海峡、米中が海空で激
しくつばぜり合いを演じる南シナ海経由である。中東
以外で最大なのがロシア産（5％）。サハリンのプロ
ジェクトには、日本が貴重な一定の権益を有している。
欧米石油メジャーが対ロシア経済制裁で早々に撤退を
表明したが、日本は、積み上げてきた権益を簡単に手
放す訳にはいかない。
　日本の電力源の 37％を占めるのが液化天然ガス（Ｌ
ＮＧ）。日本は世界最大のＬＮＧ輸入国であるが、豪
州産（39％）、マレーシア産（13％）、カタール産（11％）
に次いで、ロシア産が 8％を占める。ＬＮＧの世界需
要は中国、韓国を中心に増加を続けており、調達先の
確保は重要課題である。

世 界のエネルギー地図は、米国でのシェールオイ
ル・ガスの生産拡大に伴い、2010 年代に激変

したと言われていた。米国が純輸出国となり、原油・
天然ガスの価格が上昇すれば、米国のシェール油井開
発が進んで価格上昇に歯止めがかかるようになったの
である。
　しかしながら、今回の原油・天然ガスの急騰局面で
は、当面、米国のシェール増産は期待できず、原油・
天然ガス価格の高騰は長期化するとの見方が広まって
いる。その最大の理由は、民主主義、人権、環境保護
などの理念を重視するバイデン政権の誕生以降、米国
の事業家・投資家が、化石燃料の新規開発に二の足を
踏んでいることのようだ。

エネルギー政策の基本的視点は、安全（Safety）、
安定供給（Energy Security）、経済性（Economic 

Efficiency）、環境（Environment）の４つである（“ Ｓ
＋３Ｅ ” と呼ばれる）。
　日本では、2011 年の東日本大震災後は、原子力
発電の安全神話が失墜し、急遽、原発の稼働停止と
石炭・天然ガスの新規調達で対応したが、原発再稼
働は遅々として進んでいない。その中で 2020 年に、
政府は「2050 年カーボンニュートラル」を宣言し、
脱炭素を目指す環境保護重視にシフトした。そして
今、対ロシア経済制裁の判断を迫られる中で、安定
供給の視点が喫緊の問題となっている。そうした折、
地震による火力発電所の損壊を契機に、東京電力・
東北電力管内では「需給ひっ迫警報」が初めて発令
された。

エネルギー基本計画（第 6 次、2021 年）をみ
ると、各方面で実に様々な取り組みがなされ、

今日の日本の豊かな国民生活を支えていることが分
かる。その一方で、各方面タテ割りの印象は否めな
い。おそらく、次元の異なる４つの基本的視点の間
には、目に見えない多数の連立不等式がある筈だ。
現実にはすべての目標を満たす解は存在せず、どれ
かの式（条件）を解除（断念）するしか対応方法は
ないのだと思う。戦争や自然災害・事故などの不測
の事態が生じたとき、何を守り、何を捨てるのかと
いうコンティンジェンシープラン（有事対応計画）
は、どのように議論されているのだろうか。
　専門家の方々には是非とも、一般国民からは見え
ない不等式を、短期・長期双方の視点から、概略で
構わないので定量的に示して、複雑な因果関係を見
える化してほしい。基本的な制約条件式が共有され
ることで、日本経済の弱点であるエネルギー問題の
深刻さが明らかとなり、国民の関心と議論が高まる
筈である。
　そうした共通認識が広がってはじめて、政府の政
策判断に対する納得性が高まるに違いない。

日 本 の エ ネ ル ギ ー 事 情 を 確 認 し よ う
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